
また、指定国際会計基準により作成した最近連結会計年度に係る連結財務諸表における

主要な項目と連結財務諸表規則（第七章及び第八章を除く。）により作成した場合の最近連

結会計年度及びその直前連結会計年度に係る連結財務諸表におけるこれらに相当する項目

との差異に関する事項を記載すること。

ただし、提出会社が初めて提出する有価証券届出書に指定国際会計基準に準拠して作成

した連結財務諸表を記載する場合又は米国基準適用会社である場合は、記載を要しない。


（第七章及び第八章を除く。）により作成すべき連結財務諸表について、また修正国際基準

により連結財務諸表を作成した場合には修正国際基準により作成すべき連結財務諸表につ

いて、その表示科目を要約して作成した連結財務諸表をいう。）をａに準じて記載すると

ともに、連結財務諸表規則に従い、当該要約連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に関する事項を記載すること。


ｆ

提出会社が最近連結会計年度に係る連結財務諸表について修正国際基準により作成を開

始した場合には、経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容の記載の

後に、「並行開示情報」の項目を設けて、最近連結会計年度及びその直前連結会計年度に係

る要約連結財務諸表（最近連結会計年度の直前連結会計年度において連結財務諸表規則（第

七章及び第八章を除く。）により連結財務諸表を作成した場合には連結財務諸表規則（第七

章及び第八章を除く。）により作成すべき連結財務諸表について、指定国際会計基準により

連結財務諸表を作成した場合には指定国際会計基準により作成すべき連結財務諸表につい

て、また米国基準により連結財務諸表を作成した場合には米国基準により作成すべき連結

財務諸表について、その表示科目を要約して作成した連結財務諸表をいう。）をａに準じ

て記載するとともに、連結財務諸表規則に従い、当該要約連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に関する事項を記載すること。

また、最近連結会計年度の直前連結会計年度において連結財務諸表規則（第七章及び第

八章を除く。）又は指定国際会計基準により連結財務諸表を作成した場合には、修正国際基

準により作成した最近連結会計年度に係る連結財務諸表における主要な項目と連結財務諸

表規則（第七章及び第八章を除く。）により作成した場合の最近連結会計年度及びその直前

の連結会計年度に係る連結財務諸表におけるこれらに相当する項目との差異に関する事項

を記載すること。

ただし、提出会社が初めて提出する有価証券届出書に修正国際基準に準拠して作成した

連結財務諸表を記載する場合は、記載を要しない。


［削る。］ 

事業等のリスク
ａ 届出書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動、特定の取引先・製品・技術等への依存、特
有の法的規制・取引慣行・経営方針、重要な訴訟事件等の発生、役員・大株主・関係会社
等に関する重要事項等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を一括して
具体的に、分かりやすく、かつ、簡潔に記載すること。
ｂ 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（において「重要事象
等」という。）が存在する場合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載する
こと。
ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判断した
ものである旨を記載すること。
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